
１．事前プログラム
（１）自国の農業における課題と、課題に対する農業政策の状況をインセプション・レポート
に纏める。
 2. 本邦プログラム
① インセプションレポートの発表と議論
各国の農業の現状と課題、それに対する農業政策の現状についての発表と関係者間での討議を
行い、研修参加者各国の課題分析を行なう。
② 講義・視察・討議
・戦後以降の日本の農業における課題と農業政策の変遷、および日本の農業政策における課題
設定、政策立案、政策決定、政策実施、政策評価の過程を理解する。また、日本および参加各
国と自国の政策過程と比較・討議し、政策課題の分析および明確化を図り、対応案について検
討する。
・国レベルの農業政策に対する県・市、関連団体それぞれの位置づけや役割について理解し、
また県レベルの地方自治体の視
察を通して、地域の特性に合った農業モデルの構築や課題の解決に向けた政策について学ぶ。
③ 政策提言の作成・議論
次期農業政策立案に向けて既存政策に対しての提言や政策形成に果たす自らの役割を取り纏め
、発表、討議を行う。
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【案件目標】
研修員が日本の農業政策の歴史や現状を理解し、政策立案に関する講義、視察、参加者間での
比較・討議を通じ、農業政策の立案にあたり必要な視座や知見を深め、既存政策に対する提言
が行われる。

【成果】
研修員はプログラムを通じて以下の1)-3）を達成することが期待される。
1)自国の農業政策の現状と課題を明確にし、参加者間で共有する。
2)日本の農業政策の歴史と現状を理解する。
3)本邦研修を通じて得られた知識・手法を踏まえ、既存農業政策の課題に対しての提言を取り
まとめる。
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内　容

【対象組織】
中央政府又は主要地方政府において農業政
策企画を所掌する省庁・機関

【対象人材】
1. 中央または主要地方政府において農業
政策の立案又は国際協力業務に携わる行政
官(局長、課長等、準高級相当)
2. 当該業務分野の経験を10年以上有する
者
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対象国の条件：

副分野課題：

各国の農業政策企画を担当する高官が、日本の農業政策の歴史や現状を理解し、他国からの参加者との議論を重ねながら、自国の農業政策
の改善を検討するセミナー。
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